憲法しんぶん速報版掲載の衆議院「戦争法案特別委員会」傍聴報告
【憲法しんぶん速報版465号（2015年5月28日付）掲載】
　戦争法制、憲法9条違反の違憲立法が鮮明に

「特別委員会」初日から

　
「他国での武力行使はしない」崩れ
　5月27日から衆議院特別委員会で「戦争法案」の実質審議が始まりました。
　集団的自衛権にもとづく他国領域での武力行使について、安倍首相は「一般に海外派兵は認められていない。他国の領域で戦闘行為を目的に武力行使を行うことはない」と主張してきました。しかし民主党岡田代表は「安保法案にそこまで書かれていない」と追及。安倍首相は、中東・ホルムズ海峡での戦時の機雷掃海が例外的に認められるとしてきたが、この日の答弁で「他国領海での米艦防護」の可能性を認め、横畠内閣法制局長官は、日本を守る手段がなければ敵国のミサイル基地を攻撃できる場合もあるとの見解を述べるなど、集団的自衛権は他国領域での武力行使が例外ではなく原則であり、「日本の存立が脅かされる」なら他国の領域でも武力行使を可能としていることから、政府の判断で海外派兵を広げる可能性が鮮明になりました。
　「後方支援」も武力行使と一体など戦争法制の危険性が浮き彫りに
　「後方支援」についても、安倍首相は「戦闘行為がないと見込まれる場所を指定する」と弁明しましたが、日本共産党志位委員長は「法案には一言も書いていない」と批判。重要影響事態法と国際平和支援法の２法案に共通の最大の問題として、政府が従来「戦闘地域」としてきた場所まで行って自衛隊が軍事支援する点にあると指摘し、「（自衛隊が活動している場所で）戦闘行為が行われるに至った場合」を想定して対応方針を明記しているとして、「自衛隊が攻撃される可能性を想定している、そうではないのか」とただしました。安倍首相は「（攻撃される）可能性が１００％ないと申し上げたことはない」と攻撃される可能性を認め、さらに「（攻撃を受けた場合は）自己保存型の武器の使用になる」と武器使用の可能性にも言及。志位氏は「『戦闘地域』での『後方支援』となれば、（イラク・サマワにでさえ12.7ミリ重機関銃、110ミリ個人携帯対戦車弾、84ミリ無反動砲などの重火器をもっていったのに）さらに強力な武器を持っていき、必要な場合は反撃する。これが戦闘でなくて何なのか」と迫り、「自己保存のための武器使用だから戦闘ではないなどという理屈は国際社会では通用しない」と批判し、「戦場でまっさきに犠牲にされるのは未来ある若者だ。若者を戦場に送ることは絶対に認められない」と法案の廃案を重ねて求めました。
　海外派兵自衛官　自殺者54人
　またこの日、「アフガニスタン、イラクの両戦争への派兵任務を経験し、帰国後に自殺した自衛官が2015年3月末時点で54人にのぼることが、志位委員長の質問に対する防衛省の答弁で明らかにされました。内訳は、アフガニスタン戦争時のインド洋派兵経験者が25人（海上自衛隊）、イラク派兵経験者が29人（陸上自衛隊21人、航空自衛隊8人）。この答弁にマスコミ席でも驚きの声が上がり、28日のニュースなどでも取り上げられました。
　志位委員長は、「『非戦闘地域』が建前の活動でも、これだけの若者が犠牲になった。『戦地』派兵でこれをはるかに超える負担と犠牲を強いることになるのは避けがたい」と追及しましたが、安倍首相は「大変胸の痛む話だ」と述べたものの、質問には答えませんでした。
　志位氏は、アフガニスタン、イラクの両戦争の帰還米兵200万人以上のうち、60万人が心的外傷後ストレス障害（PTSD）を患い、年間8000人もの自殺者が出ている実態も示し、「若者を戦場に送るわけにはいかない」と強調しました。
【憲法しんぶん速報版469号（2015年6月1日付）】
アメリカいいなりの戦争への参加、自衛隊・国民を戦争に巻き込む

追及にごまかし、不一致露呈
　

「事態」の定義をめぐり論戦、答弁あいまい　

　５月２８日、２日目の特別委員会は集団的自衛権を行使する判断基準となる「存立危機事態」、「武力攻撃切迫事態」「重要影響事態」など、「事態」についての議論があり、民主党などの質問に対して、政府の答弁があいまいでしばし質疑が紛糾しました。安倍政権が集団的自衛権の行使を認め、自衛隊の海外派兵の拡大を憲法解釈の変更で、しかも時の政府によってなんとでも判断できるようにしたことが「事態」のオンパレードとなっています。しかしことは日本が戦争にかかわるかどうかを決めるものだけに重大な問題です。

他国領域での武力行使　　首相　新三要件合致で認める

　また民主党の辻本清美議員が「武力行使の新３要件に合致すれば、他国の領土、領空、領海での武力行使もありうるのか」と質問したことに対して、安倍首相は「純粋法理論上はそうなる」と答弁。安倍首相はこれまで武力行使の事例としてホルムズ海峡での機雷除去を例外的にあげていましたが、他国領域での武力行使を認めたことで、海外での武力行使が際限なく広がる可能性を示しました。

ＰＫО法改定　首相　ＩＳＡＦ型参加否定せず

憲法解釈を変更して参加したドイツ軍は３５人が犠牲に

　日本共産党の志位委員長は前日に続いてこの日も論戦に臨みました。はじめにＰＫО法改定案のポイントとして、①国連が統括しない活動への参加を新設、②「安全確保業務」「駆け付け警護」を追加、③武器使用基準の拡大を示して、アフガニスタンに展開した国際治安支援部隊（ＩＳＡＦ）のような活動に自衛隊を参加させ、治安維持活動などに取り組みことが可能になると指摘。安倍首相は「掃討作戦をするような活動は出来ない」と述べるだけで参加を否定しませんでした。「参加を否定しないのは極めて重大だ」として志位氏は、軍の活動を「自国の防衛のみ」としていた基本法（憲法）の解釈を変えてＩＳＡＦにも参加したドイツの経験を具体的にあげました。ドイツ軍は当初検問警備などの治安維持や復興支援に関わるものの、地上での「戦闘状態」に陥り、武器の使用基準を自衛だけでなく任務遂行にも拡大した結果、３５人の兵士が自爆テロや銃撃で犠牲になっていることをあげて「安倍政権がいま進めていることを先取りしている」と迫りました。

米国の戦争に「ノー」と言えない政府　　集団的自衛権問題の核心

　また志位氏は、第２次世界大戦後に米国が起こしてきた多くの戦争と、日本政府がとってきた態度を丹念に事実を突きつけ、日本が集団的自衛権行使に踏み出す危険性を浮き彫りにしました。集団的自衛権行使の最大の問題について志位氏は、武力行使の判断が「時の政権の裁量に任され、無限定に広がることだ」と指摘。米国が世界各地で繰り返してきた武力行使に対する日本政府の態度を追求。「日本政府は戦後ただの一度も米国の戦争を国際法違反と批判したことはない。すべて賛成・支持・理解だ。こんな異常な米国への無条件追随の国は他にない」と批判し、「こんな政府がどうして『自主的判断』ができるか。言われるままに集団的自衛権を発動することになるのは明瞭だ」と強調しました。

　その後の記者会見で志位氏は、「集団的自衛権問題は米国の戦争に日本政府がどうゆう姿勢をとってきたかが本質です。『ノー』といえない政府が集団的自衛権を手にすることの危険こそが問題の核心です」と語っています。

弾薬の提供は、「ガイドラインの見直しの協議の中で米側から期待が示されたから」

　維新の党の小沢鋭仁議員が、武力行使一体化論の立場から、「後方支援活動の中で弾薬の提供ができるように、今回の法案はしました。これまでの特措法の中ではやっておりません。弾薬の提供というのは兵站であって国際的な観点からは武力行使です。武力行使一体化論です。違いますが」と質問しますと、安倍首相は「日米防衛協力が進展し、ガイドラインの見直しに係る日米間の協議が進められる中で、米側から弾薬の提供を含む自衛隊による幅広い後方支援への期待が示されたところであり、こうしたニーズを踏まえて重要影響事態法及び国際平和支援法において武器の提供は除外するが弾薬の提供は除外しないとしたものでございます」と答弁。

国民保護法は政府としての判断で適用する　

　また小沢氏は、武力攻撃事態においては国民保護法とセットになっているが、国民生活に死活的提供の出る「存立危機事態」でも当然国民保護法の話を考えるべきではなかったのか、今回なぜしないのかと質問。中谷防衛大臣は、「存立危機事態であると同時に、まさに我が国に対する武力攻撃が予測あるいは切迫している事態にほかならず、この場合は、あわせて武力攻撃予測事態または武力攻撃事態と認定して国民保護法に基づく措置を実施することになります。したがって、国民保護法については存立危機事態の認定を新たな要件として定める必要はなく、武力攻撃事態等の認定について政府としての判断を行い、国民保護法を適用することによって十分に対応できると考えた」と答弁。　政府の裁量で適用が行われることが浮き彫りになりました。

国民保護法は、有事の際の国民の協力や自治体の役割などを定めているもので、医療関係者などへの「公用令書」による「徴用」まがいの処置を可能としているもので、集団的自衛権行使容認によって引き起こされる戦争との関係はどうなるのかと関係者の間では問題になっていたものです。それを簡単に政府の判断で適用するというのですから重大です。
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